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１ 概況 

 本市の自治体消防は、昭和２３年（１９４８年）３月の消防組織法施行に伴い、同年４月に「熊本市消防本部」を

市庁舎内に設置して消防事務を開始したのがその始まりであり、以来、幾多の制度や機構の改編を経て、現在では、

市民に最も身近な消防機関として、消防業務を実施している。 

 消防局では、近年の多様化・激甚化・頻発化する各種災害に対応するため、各種装備、資機材等の整備や、多様化

する市民のニーズに応えることのできる高度な知識・技術・行政スキルを持つ精強な消防職員の育成など、ハード・

ソフト両面にわたる消防力の強化を図っている。

また、「自分の身は、自分で守る」を防災の基本コンセプトとし、自主防災クラブ、事業所の自衛消防組織等の活

動支援や市民への応急手当等の普及啓発など、市民・地域（企業）・行政が三位一体となった「災害に強いまちづく

り」を積極的に推進している。あわせて、明治以来、歴史ある消防団は、地域における消防防災の要であり、常備消

防との連携のもと、活動拠点施設、車両、装備等の整備を図りながら、訓練や研修を行い地域の防災リーダーとして

その充実強化に努めている。 

 消防局は平成２６年（２０１４年）４月に上益城郡益城町及び阿蘇郡西原村の常備消防事務を受託し、本市だけでは

なく近隣町村の住民への更なる消防サービスの充実強化を図っているほか、平成２８年（２０１６年）４月１日の熊本

市北消防署の運用開始をもって本市域の１区１消防署体制を確立し、各区において消防署・区役所・地域（消防団）

の連携を強化しているところである。 

加えて、令和２年度（２０２０年度）から管内の１１９番通報を一括処理する新たな「指令管制システム」の運用を開始し、

市民ニーズへの迅速な対応、そして、大規模災害時への対応も想定した消防機能の充実を図ったところである。 

今後も市民の「安全・安心な暮らしの確保」に向け、本市の消防・防災体制の充実強化に努めていきます。 

（１）令和７年度（２０２５年度）熊本市消防局主要事業

ア 火災予防対策の推進

（ア） 市民への広報・啓発

① 人為的ミスによる火災を防ぐための広報啓発活動を推進する。

・ＳＮＳやＱＲコード等を活用した積極的な広報啓発の実施

・関係団体と連携した火災予防の推進

② 住宅防火対策を推進する。

・住宅用火災警報器の設置促進及び維持管理の啓発

・感震ブレーカーの広報啓発の実施

③ 市民への防火・防災啓発を推進する。

・自主防災クラブ、幼少年消防クラブ、事業所の自衛消防組織等の活動支援

・関係部局と連携した防火防災教育の実施

・広域防災センターの更新整備方針の検討

④ 防火対象物の防火安全対策を推進する。

・違反対象物に対する是正措置の実施

・防火対象物の計画的な実態把握の推進

⑤ 市民の安全を確保するための予防体制の充実強化を図る。

・予防技術資格者の育成及び知識・技術の伝達

・保安３法、危険物規制、違反処理、火災調査等の専門的な知識を有する職員の養成

・消防同意、危険物及び保安三法に係る審査事務の強化

⑥ 災害の教訓を風化させない取組を推進する。

・災害の教訓等の活用と後世への伝承
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 イ 消防体制の充実強化 

 （ア）消防機能の充実 

  ① 消防力強化のため、消防施設の適切な管理や各種消防車両・資機材等の計画的な更新を進める。 

・市公共施設等総合管理計画に基づく署所整備方針等の検討（消防局・中央消防署、飽田天明出張所、池田庁

舎） 

・西消防署・小島出張所の移転整備の推進 

 

② １区１消防署体制の円滑な運用を推進する。 

・グループ業務制の機能強化による効率的な事務処理体制の構築 

・消防団、防火協力団体、関係部局等との更なる連携強化 

・任務に必要な有資格者の積極的な活用 

 

③ 指令管制業務の充実強化を図る。 

・消防指令管制システムの適切な中間更新と円滑な運用 

・１１９番通報時の口頭指導の推進 

・Ｌｉｖｅ１１９の普及促進及び効果的な運用 

・外国人の通報に対応する多言語通訳サービスの拡充 

 

  ④ 消防水利の充実強化を図る。 

   ・消防水利の計画的な配置 

   ・無蓋防火水槽の環境整備 

   ・契約防火水槽のあり方の検討 

 

  ⑤ 業務のＤＸ化を推進する。 

   ・各種手続きの電子申請及びキャッシュレス決済の効果的運用 

   ・建築確認申請（消防同意）の電子化に係る対応の推進 

   ・ペーパーレスの積極的推進 

   ・救急搬送情報システムの導入による救急医療体制の充実強化 

   ・ＡＩ搭載救急訓練人形の導入による救急教育の平準化と効果的な訓練の推進 

   ・救急安心センター事業（♯７１１９）の普及促進 

 

 （イ） 救急救助体制の充実 

  ① 救急救助等に関する研修や資格取得など、人材育成による消防技術の向上や資機材の整備等を推進する。 

   ・各種研修による職員の育成や女性活躍推進 

   ・次世代の消防を担う人材の確保 

   ・警防体制の強化に繋がる方策の検討 

   ・警防活動上必要な資格、免許等の計画的な取得 

   ・日勤救急隊の運用等による救急隊員の負担軽減及び適正な労務管理の推進 

   ・重篤な救急事案に迅速に対応するために消防隊へ配備された救急資器材の適切な運用 

   ・救急車の適時・適正な利用促進に関する広報の実施 

    

  ② 医療機関との連携による救急業務の質の向上を図る。 

   ・指導救命士、救急救命士及び救急有資格者への研修等による教育体制の強化 

   ・救急ワークステーション等による医療機関との連携強化 

   ・医療機関と連携した救急活動検証の推進 

   ・全国救急隊員シンポジウム開催に向けた関係機関との連携・協力 
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  ③ 災害対応体制を強化する。 

   ・特殊災害（テロ災害等）への対応体制の強化 

   ・大規模災害等での情報収集体制の強化 

・ドローンを活用した災害対応体制の整備 

 

④ 大規模集客イベント等に備えた消防体制の強化を進める。 

 

⑤ あらゆる感染症等への対応体制を強化する。 

 ・保健所等との連携強化 

 ・救急隊員の感染予防対策の徹底 

 ・感染防止資器材の計画的な備蓄 

 

 （ウ） 広域的な災害対応体制の強化 

  ① 大規模災害等の発生時における応受援体制を強化する。 

   ・緊急消防援助隊訓練等を通した広域応援体制の充実及び連携強化 

   ・国、県、関係機関等と連携した災害対応体制の充実強化 

 

② 消防の広域化や連携・協力（指令センターの共同運用等）に係る検討を行う。 

 

 ウ 消防団の体制強化と市民の救護能力の向上 

 （ア） 消防団の体制強化 

  ① 消防団への入団促進を図る。 

   ・新規団員の確保等に向けた積極的な取組の推進 

   ・消防団の組織環境づくりの促進 

   ・消防団の活性化に向けた検討 

 

  ② 消防団活動の充実強化を推進する。  

・消防署との連携強化による災害対応能力の向上 

   ・訓練体制の充実と資機材活用力の向上 

・女性団員のスキル向上と活動環境の充実強化 

・災害対応団員の加入促進と防災サポーターの育成指導 

   ・消防団車両及び消防団機械倉庫の計画的な整備及び改修 

   ・新規分団（龍田西校区・長嶺校区）設立に向けた準備の推進 

   ・消防団業務のＤＸ化の推進 

 

 （イ） 市民の救護能力の向上 

  ① 応急手当等の普及啓発を推進する。 

   ・受講者ニーズに対応した各種救急講習の実施 

 

  ② 高齢者福祉施設及び在宅医療・介護関係者との連携を強化する。 

   ・高齢者福祉施設等の緊急時の対応力の向上 
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（３）各種協定等の状況   
    

協定等の種別 協定先の市町村等 業務の種類 締結年月日 

熊本県消防相互応援協定 
熊本県下全市町村、消防組合並び

に事務組合及び広域連合 
火災・その他の災害 平成27年4月1日 

九州自動車道等における消防相互応援協定 

熊本県内の九州自動車道沿線市

町村並びに消防組合、事務組合及

び広域連合 

火災・その他の災害 平成27年4月1日 

九州自動車道等における消防相互応援協定に基づく覚書 

熊本県内の九州自動車道沿線市

町村並びに消防組合並びに事務

組合及び広域連合 

火災・その他の災害 平成27年4月1日 

嘉島ジャンクションにおける消防相互応援に関する申合せ

事項 
上益城消防組合 火災・その他の災害 平成27年4月1日 

熊本県地域救急医療情報センターの管理運営に関する協定 熊本県 
情報センターの管理及び

運営 
昭和54年12月10日 

都市ガス災害対策に関する覚書 西部ガス株式会社熊本支社 

都市ガスに関する火災・爆

発・漏えい及びCO中毒事

故等の防止及び鎮圧 

平成26年11月1日 

大規模特殊災害時における広域航空消防応援 各都道府県の市町村 
調査・火災・救助・救急救

援出場（消防ヘリの要請） 
昭和61年5月30日 

高規格救急自動車の運用に係る協力に関する覚書 

熊本市立市民病院 救急 平成3年1月16日 

熊本市医師会熊本地域医療セン

ター 
救急 平成6年10月20日 

武蔵ヶ丘地区の消防相互応援に関する覚書 菊池広域連合消防本部 火災 平成27年4月1日 

救急救命処置に関する覚書 

熊本赤十字病院 救急 平成8年4月1日 

熊本医療センター 救急 平成10年2月12日 

済生会熊本病院 救急 平成11年3月30日 

熊本大学病院 救急 平成13年3月30日 

熊本機能病院 救急 令和元年6月1日 

震度情報ネットワークシステムにおける熊本県と熊本市の

設置及び管理・運用に係る協定 
熊本県 

地震情報ネットワークシ

ステム 
平成8年10月21日 

熊本県消防防災ヘリコプター応援協定 熊本県 災害 平成13年3月28日 

多数傷病者災害における熊本市と日本赤十字社熊本県支部

の相互協力に関する協定 
日本赤十字社熊本県支部 災害救助 平成16年3月24日 

火災救急等災害の緊急通報転送に関する協定書 

菊池広域連合 

災害通報の転送 平成17年11月30日 宇城広域連合 

上益城消防組合 

救急ワークステーションの設置に関する協定書 

熊本赤十字病院 

救急ワークステーション 

平成25年3月27日 

熊本医療センター 

済生会熊本病院 平成25年3月27日 
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俵山トンネルの非常用通報装置設備に関する覚書 
熊本県県北広域本部阿蘇地域振

興局 
非常用通報装置設備 平成26年2月18日 

俵山トンネルにおける消防相互応援に関する覚書 阿蘇広域行政事務組合消防本部 災害 平成26年3月24日 

空港保安防災通信装置の設置等に関する覚書 熊本国際空港株式会社 通信装置の設置、維持管理 令和元年12月13日  

緊急消防援助隊指揮支援隊の活動に関する協定書 熊本県 緊急消防援助隊 平成26年4月1日 

熊本空港及びその周辺における消火救難活動に関する協定 熊本国際空港株式会社 災害 令和元年12月13日 

熊本県防災行政連絡所（防災関係機関）の管理運営に関す

る協定書 
熊本県 防災行政無線 昭和54年2月10日 

熊本県防災情報ネットワークシステム防災端末装置の管理

運営に関する協定書 
熊本県 防災情報ネットワーク 平成21年2月3日 

映像情報の交換及び配信に関する協定書 熊本県 映像情報の交換・配信 平成29年3月22日 

映像情報の交換及び配信に関する協定書に基づく覚書 熊本県警察本部 映像情報の取扱い 平成29年3月27日 

消火栓の設置及び消防水利等の維持管理に関する協定書 熊本市上下水道事業管理者 
消火栓及び消防水利等の

維持管理 
令和3年4月1日 

感染症患者等の移送に関する協定書 熊本県 救急 平成30年3月27日 

熊本市電軌道上等における消防活動等に関する申合せ 熊本市交通局 
熊本市電軌道上等での災

害対応 
平成29年4月1日 

海上における船舶火災の消火活動に関する業務協定 熊本海上保安部 海上における災害対応 平成30年3月1日 

災害時における支援活動に関する協定書 熊本地区生コンクリート協同組合 災害支援 平成30年9月21日 

熊本市災害緊急放送に関する協定書 株式会社 熊本シティエフエム 災害時の情報提供 平成8年4月1日 

AED設置登録情報（財団全国AEDマップ）の活用に関する協

定 
一般財団法人日本救急医療財団 

AEDマップデータの情報提

供 
令和元年3月29日 

熊本市と株式会社フジバンビとの消防広報の連携・協力に関

する協定 
株式会社フジバンビ 消防広報の連携・協力 令和4年12月23日 

熊本市とパナソニック株式会社エレクトリックワークス社

との火災予防広報の連携に関する協定

パナソニック株式会社エレクトリ

ックワークス社

火災予防広報の連携・協

力
令和5年11月30日 

九州横断自動車道延岡線（益城トールバリア～山都通潤橋

インターチェンジ）における緊急時の通報及び出動に関す

る覚書

熊本河川国道事務所

火災・その他の災害 令和6年1月18日 熊本県警察本部

上益城消防組合
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２ 火災統計 

（１）火災発生状況

（２）原因別被害件数

 年 

原 因 
R2 R3 R4 R5 R6 

た ば こ 14 13 23 10 16 

た き 火 29 27 33 28 26 

火 遊 び 1 2 6 4 6 

こんろ（天ぷら油含む） 16 19 21 18 14 

放 火 （ 疑 い 含 む ） 21 9 31 12 12 

風 呂 か ま ど 1 1 0 0 0 

ス ト ー ブ 7 8 6 4 5 

マ ッ チ ・ ラ イ タ ー 3 2 4 7 3 

煙 突 ・ 煙 道 1 0 0 0 1 

電灯・電話等の配線 11 15 11 16 10 

電 気 機 器 14 6 11 5 8 

不 明 18 13 8 13 15 

そ の 他 35 55 59 66 64 

合 計 171 170 213 183 180 

※消防事務を受託している上益城郡益城町及び阿蘇郡西原村を含む。

 区分 

年・月 

火
災
件
数

火  災  種  別 

焼
損
棟
数

り災状況 

死

者

負

傷

者

焼損面積 

損害額 

（千円） 
建

物

林

野

車

両

船

舶

航
空
機

そ
の
他

世

帯

人

員

建
物
床
面
積

林
野

（㎡） （a） 

R6 

1 18 12 0 1 0 0 5 19 16 39 0 4 334 1 27,704 

2 13 8 0 1 0 0 4 12 7 11 0 2 373 0 13,064 

3 18 6 1 6 0 0 5 6 2 5 0 3 227 1 14,875 

4 13 8 0 2 0 0 3 9 4 10 0 1 349 0 271,699 

5 20 11 1 2 0 0 6 13 9 23 0 0 327 1 23,328 

6 14 11 0 0 0 0 3 14 12 38 0 2 267 0 4,993 

7 7 4 0 2 0 0 1 5 4 7 3 0 180 0 1,604 

8 14 7 0 0 0 0 7 10 9 32 1 4 122 0 15,465 

9 15 9 0 1 0 0 5 11 6 10 0 1 125 0 9,362 

10 11 8 0 2 0 0 1 8 6 11 1 0 46 0 1,839 

11 14 9 0 2 0 0 3 19 12 26 1 1 346 0 15,544 

12 23 14 0 2 0 0 7 26 16 27 1 6 409 0 7,383 

R6 計 180 107 2 21 0 0 50 152 103 239 7 24 3,105 3 406,502 

R5 計 183 101 4 19 1 0 58 154 128 257 7 30 3,455 22 221,085 

R4 計 213 122 8 20 1 0 62 171 122 266 9 39 3,877 903 221,526 

R3 計 170 114 6 12 1 0 37 178 121 265 15 29 6,562 1,529 251,554 

R2 計 171 98 12 12 1 0 48 120 110 211 6 20 2,745 133 145,011 

※消防事務を受託している上益城郡益城町及び阿蘇郡西原村を含む。
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（３）火災・警戒などの出場状況 （令和6年（2024年）） 

署  別 

種  別 
計 中央署 東署 西署 南署 北署 

益城 

西原署 

火  災 

件  数 180 41 33 24 37 31 14 

出場車両 781 191 102 117 172 124 75 

出場人員 2,704 656 358 404 594 430 262 

警

戒

焼却火の 

不始末等 

件  数 30 2 7 3 10 5 3 

出場車両 104 7 33 8 30 16 10 

出場人員 356 25 109 26 105 57 34 

漏洩 

事故等 

件  数 44 8 11 6 8 8 3 

出場車両 159 25 37 22 35 29 11 

出場人員 552 92 127 73 117 103 40 

自火報等の 

ベル作動 

件  数 511 211 87 100 57 50 6 

出場車両 1,742 699 279 347 212 176 29 

出場人員 6,271 2,530 1,040 1,201 764 633 103 

誤認虚報 

件  数 23 5 5 7 3 0 
出場車両 91 15 21 30 11 14 

出場人員 316 51 70 107 38 50 

その他 

件  数 122 36 20 15 16 26 9 

出場車両 460 142 80 46 68 100 24 

出場人員 1,576 492 280 159 232 335 78 

小 計 

件  数 730 262 130 131 94 92 21 

出場車両 2,556 888 450 453 356 335 74 

出場人員 9,071 3,190 1,626 1,566 1,256 1,178 255 

合  計 

件  数 910 303 163 155 131 123 35 
出場車両 3,337 1,079 552 570 528 459 149 

出場人員 11,775 3,846 1,984 1,970 1,850 1,608 517 

※消防事務を受託している上益城郡益城町及び阿蘇郡西原村を含む。

３ 救急・救助統計 

（１）救急活動の状況

※消防事務を受託している上益城郡益城町及び阿蘇郡西原村を含む。

（２）救助活動の状況    （令和6年（2024年）） 

区分 

年･月 

出
場
件
数

事   故   種  別 

火

災

自
然
災
害

水
難
事
故

交
通
事
故

労
働
災
害

運
動
競
技

一
般
負
傷

加

害

自
損
行
為

急

病

そ

の

他

R

6 

1 4,114 13 1 171 21 10 622 7 44 2,901 325 

2 3,632 5 0 2 165 13 34 522 10 37 2,543 301 

3 3,712 11 0 224 18 12 602 20 36 2,473 316 

4 3,402 8 0 2 224 19 23 549 9 37 2,241 290 

5 3,635 11 0 243 22 34 596 18 42 2,340 329 

6 3,671 10 0 243 32 35 604 6 36 2,384 321 

7 4,744 7 4 202 40 51 787 12 40 3,235 370 

8 4,425 9 0 1 186 52 51 806 5 41 2,967 307 

9 3,675 8 0 4 190 23 34 612 7 48 2,454 295 

10 3,527 4 0 234 26 40 578 13 37 2,319 276 

11 3,367 9 0 212 28 25 622 15 40 2,102 314 

12 4,676 22 0 2 229 27 10 804 15 26 3,144 397 

R6 計 46,580 117 0 11 2,523 321 359 7,704 137 464 31,103 3,841 

R5 計 45,926 132 5 10 2,521 290 347 7,590 135 415 30,425 4,056 

R4 計 43,694 143 4 7 2,413 315 279 6,689 145 390 29,212 4,097 

R3 計 36,666 141 2 7 2,304 259 251 5,625 101 355 23,821 3,800 

R2 計 35,016 110 7 15 2,311 294 243 5,844 136 354 22,164 3,538 

事故種別 

件数及び人員 

火

災

交
通
事
故

水
難
事
故

自
然
災
害

機

械

に

よ
る
事
故

建
物
等
に

よ
る
事
故

ガ
ス
及
び 

酸
欠
事
故

破
裂
事
故

そ

の

他

合

計

救 助 出 場 件 数 （ 件 ） ７ 75 15 0 9 214 4 0 82 406 

救 助 活 動 件 数 （ 件 ） ７ 35 10 0 5 134 4 0 53 248 

救 助 人 員 （ 人 ） ７ 37 12 0 3 98 4 0 41 202 

※消防事務を受託している上益城郡益城町及び阿蘇郡西原村を含む。
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４ 消防広報 

（１）報道関係機関等を通じた広報の実績   （令和６年度(2024年度)） 

（２）幼少年消防クラブの活動状況回数   （令和６年度(2024年度)） 

※消防事務を受託している上益城郡益城町及び阿蘇郡西原村を含む。

（３）広域防災センター入館状況   （令和６年度(2024年度)） 

（４）消防音楽隊活動状況 （令和６年度(2024年度)） 

５ 予防 

（１）危険物製造所等  （令和７年(2025年)４月１日現在） 

（２）同意建物工事別件数（消防法第７条） （令和６年度(2024年度)） 

  種別 

年度 
新 築 増 築 改 築 移 転 修 繕 模様替え 用途変更 合 計 

令和2年度 994 133 1 1 0 1 11 1,141 

令和3年度 962 134 3 0 0 0 9 1,108 

令和4年度 926 138 2 1 1 1 10 1,079 

令和5年度 809 150 1 0 0 0 8 968 

令和6年度 794 140 2 1 0 0 8 945 

※消防事務を受託している上益城郡益城町及び阿蘇郡西原村を含む。

クラブ数 クラブ員数 行事実施回数 

幼 年 228 6,330 405 

少 年 2 256 1 

団 体 一 般 合 計 

292団体 9,071人 63人 9,134人 

消防関係 市 関 係 国県関係 そ の 他 合  計 

2 3 0 3 8 

媒 体 テレビ ラジオ 新 聞 ＳＮＳ 機関誌 合計 

回 数 80 19 46 253 ６ 367 

製

造

所

貯  蔵 所 取  扱  所 

合

計

屋
内
貯
蔵
所

屋
外
タ
ン
ク

貯

蔵

所 

屋
内
タ
ン
ク

貯

蔵

所 

地
下
タ
ン
ク

貯

蔵

所 

簡
易
タ
ン
ク

貯

蔵

所 

移
動
タ
ン
ク

貯

蔵

所 

屋
外
貯
蔵
所

小

計

給
油
取
扱
所

販
売
取
扱
所

一
般
取
扱
所

小

計

6 140 62 21 290 0 153 11 677 288 5 152 445 1,128 

※消防事務を受託している上益城郡益城町及び阿蘇郡西原村を含む。
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（３）防火対象物概況 （令和7年（2025年）4月1日現在）（単位：敷地）

計 中央署 東　署 西　署 南　署 北　署 益城西原署

24,752 6,871 5,798 3,874 3,653 3,687 869

イ 劇場、映画館、演芸場、観覧場 9 4 2 1 1 1

ロ 公会堂、集会場 23 5 4 6 4 3 1

イ キャバレー、カフェー、ナイトクラブ等 4 3 1

ロ 遊技場、ダンスホール 47 11 11 4 8 11 2

ハ 性風俗店舗等 0

ニ カラオケボックス等 18 6 2 2 3 5

イ 待合、料理店等 8 1 3 3 1

ロ 飲食店 881 281 215 87 118 136 44

百貨店、マーケット、店舗、展示場 1,070 203 296 137 206 191 37

イ 旅館、ホテル、宿泊所等 215 69 27 60 6 33 20

ロ 寄宿舎、下宿、共同住宅 11,728 3,279 2,965 1,982 1,497 1,743 262

イ 病院、診療所、助産所 677 166 171 99 110 104 27

ロ 自力避難困難者入所福祉施設等 322 26 67 62 68 76 23

ハ 老人福祉施設、児童養護施設等 836 123 230 124 158 156 45

ニ 幼稚園、特別支援学校 51 16 10 10 7 6 2

学校等 243 73 38 52 32 36 12

図書館、博物館、美術館等 16 6 2 3 3 2

イ 蒸気浴場、熱気浴場等 48 41 1 1 2 2 1

ロ イ以外の公衆浴場 10 1 1 1 1 6

停車場、船舶等の発着場 5 2 1 1 1

神社、寺院、教会等 166 54 16 52 22 16 6

イ 工場、作業場 1,037 56 218 152 274 223 114

ロ 映画スタジオ、テレビスタジオ 0

イ 自動車車庫、駐車場 105 36 14 25 17 11 2

ロ 飛行機の格納庫 2 2

倉庫 1,064 72 313 140 328 149 62

前各項に該当しない事業所 2,214 632 460 334 343 326 119

イ 特定防火対象物を有する複合用途 2,507 1,118 451 313 267 300 58

ロ イ以外の複合用途 1,424 577 283 221 171 149 23

地下街 0

地階地下道 0

重要文化財 17 6 1 3 3 1 3

アーケード 5 4 118

8

10

11

14

17

署 別
 項 別

4

7

5

6

13

9

計

12

2

3

16の2

16の3

16

1

15
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（４）用途別高層建築物の状況

計 中央署 東　署 西　署 南　署 北　署 益城西原署

657 355 55 220 14 13 0

イ 1 1

ロ 0

イ 0

ロ 0

ハ 0

ニ 0

イ 0

ロ 1 1

0

イ 28 15 1 11 1

ロ 430 208 47 154 12 9

イ 6 2 3 1

ロ 0

ハ 1 1

ニ 0

14 10 4

1 1

イ 0

ロ 0

0

0

イ 3 1 1 1

ロ 0

イ 36 23 13

ロ 0

0

45 30 1 13 1

イ 51 38 1 12

ロ 40 25 1 12 2

0

署 別
 項 別

計

1

劇場、映画館、演芸場、観覧場

公会堂、集会場

（令和7年（2025年）4月1日現在）(単位：棟)

2

キャバレー、カフェー、ナイトクラブ等

遊技場、ダンスホール

性風俗店舗等

カラオケボックス等

3

待合、料理店等

飲食店

4 百貨店、マーケット、店舗、展示場

5

旅館、ホテル、宿泊所等

寄宿舎、下宿、共同住宅

6

病院、診療所、助産所

自力避難困難者入所福祉施設等

老人福祉施設、児童養護施設等

幼稚園、特別支援学校

7 学校等

8 図書館、博物館、美術館等

9

蒸気浴場、熱気浴場等

イ以外の公衆浴場

10 停車場、船舶等の発着場

11 神社、寺院、教会等

12

工場、作業場

映画スタジオ、テレビスタジオ

13

自動車車庫、駐車場

飛行機の格納庫

14 倉庫

15 前各項に該当しない事業所

16

特定防火対象物を有する複合用途

イ以外の複合用途

17 重要文化財

※ 高層建築物：高さ３１メートルを超える建築物
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６ 緊急通信状況                                        （令和6年(2024年)） 

種別 

１１９番着信件数 

固定 携帯 ＩＰ電話 

ＦＡＸ 

E メール 

ＮＥＴ１１９ 

合    計  令和 5 年 

火   災 95 355 15 0 465 451 

救   急 12,728 30,974 2,957 1 46,660 45,764 

救   助 27 263 2 0 292 273 

警   戒 167 543 17 0 727 624 

その他災害 13 49 2 0 64 79 

非常災害 0 0 0 0 0 5 

通報訓練 1,603 763 166 0 2,532 2,521 

病院照会 79 802 38 0 919 1,040 

回線試験 500 115 12 0 627 431 

いたずら 87 154 1 0 242 168 

まちがい 537 3,332 83 0 3,952 5,512 

その他 727 4,470 132 0 5,329 5,780 

合   計 16,563 41,820 3,425 1 61,809 62,648 

 

７ 消防水利状況                                  （令和7年（2025年）4月1日現在） 

 

８ 消防団 

 

概要 

 消防団は、火災現場等での活動はもとより、災害予防の面でも常備消防と常に連携した活動を実施し、地域防災のリー

ダーとして活躍している。 

 熊本市消防団は、昭和４５年（１９７０年）１１月１日、託麻村の熊本市編入を機会に熊本市北・南・川尻の消防団を

１団に統合、熊本市消防団として熊本市を６ブロックに編成し活動を開始、その後、平成３年（１９９１年）２月の旧飽

託郡四町との大合併に伴いさらに４ブロックを増設し１０ブロックとなり、消防行政に欠かすことのできない組織となっ

た。 

 平成１１年（１９９９年）１０月１日「ブロック」を「方面隊」と名称変更するとともに、第３方面隊を二分割し、市

内を第１１方面隊とする機構改革を行った。さらに、平成１４年（２００２年）４月には熊本市消防団に初の女性消防団

員３１人を採用、令和４年（２０２２年）４月１日現在、機能別消防団員の女性団員を含め２２１人まで増加し、応急手

当の普及や予防広報に大きく貢献している。また、平成２０年（２００８年）１０月６日の旧富合町との合併により第１

２方面隊を新設、さらに平成２２年（２０１０年）３月２３日の旧植木町及び旧城南町との合併に伴い、１５方面隊８７

分団１トランペット隊の組織となった。 

 平成２４年（２０１２年）４月１日、政令指定都市へ移行したことを踏まえ、平成２６年（２０１４年）４月１日、区

制に合わせた１６方面隊８７分団１トランペット隊への組織改編を行った。更に、平成２８年（２０１６年）４月１日、

常備消防において１区に１消防署となる５消防署体制を開始したことから、消防団においても各区、消防署との連携強化

を図り、より市民のニーズに対応した愛される消防団を目指している。 

区分 
消火栓 防火水槽 

公設 私設 公設 私設 

箇所数 18655 84 834 960 
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（1）組織
令和7年（2025年）4月1日現在

7 8 10 11 31 32 33 61

帯　山 砂　取 出　水 白　山 春　竹 本　荘 向　山 出水南

20 16 15 17 19 12 16 14

12 13 14 15 16 17 18 22 37 38

白　川 大　江 託麻原 慶　徳 城　東 碩　台 壺　川 黒　髪 五　福 一　新

28 19 13 19 23 12 26 23 16 24

1 2 3 4 5 9 52 53

秋　津 若　葉 泉ヶ丘 健　軍 尾ノ上 画　図 東　町 桜　木

27 17 21 15 15 54 15 15

6 26 27 28 55 59

西　原 託麻北 託麻西 託麻東 月　出 託麻南

19 63 26 71 27 48

19 20 34 35 36 39

花　園 池　田 白　坪 古　町 春　日 城　西

29 24 16 24 16 9

40 41 42 43 44 45 46 47

池　上 高　橋 城　山 松尾東 松尾西 松尾北 小　島 中　島

33 18 59 22 50 22 77 117

70 71

河　内 芳　野

166 88

29 30 48 49 50 57 60

御　幸 田　迎 日　吉 力　合 川　尻 田迎南 城　南

33 26 51 53 71 29 16

62 63 64

飽田東 飽田南 飽田西

70 38 69

65 66 67 69

中　緑 銭　塘 奥古閑 川　口

40 43 78 44

75

富　合

220

76 77 78 79

杉　上 隈　庄 豊　田 女性

109 69 110 12

21 23 24 25 51 54 56 58

高平台 清　水 城　北 龍　田 楠 麻生田 武　蔵 弓　削

32 24 13 54 17 31 20 22

72 73 74 68

川　上 北部東 西　里 女性

89 27 144 24

80 81 82 83

植　木 桜　井 菱　形 田　原

30 73 70 72

84 85 86 87

山　東 吉　松 山　本 田　底

65 98 83 76

階級別団員数 団長 副団長 分団長 副分団長 部長 班長 団員

 (機能別団員を除く。) 87 94 201 544 2,835
（2） （2） （4） (10) (122)
（ ）は女性団員を再掲

118

322

245

284

213

300

220

205

177

279

254

398

179

254

1団　16方面隊　87分団　200部　定数：4,800人　実数：4,078人

281

129

消防団本部
(団長1名含む)

17
団本部

方面隊名・実員数 分団名　（下段：実員数）

203

防災サポーター

281

第５方面隊

第３方面隊

第４方面隊

第１方面隊

第２方面隊

第６方面隊

第12方面隊

第11方面隊

第８方面隊

第９方面隊

第７方面隊

第10方面隊

1 16

第13方面隊

第16方面隊

第15方面隊

第14方面隊
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（2）消防ポンプ数 

                             令和7年（2025年）4月1日現在 

 

（3）年額報酬及び出動報酬 

                                令和7年（2025年）4月1日現在 

 

 

区分 消防ポンプ自動車 小型動力ポンプ付積載車 小型動力ポ ン プ 

台数 0 170 74 

階    級    別 団 長 副団長 分団長 副分団長 部 長 班 長  団  員 

年 額 報 酬（円） 82,500 69,000 50,500 45,500 37,000 37,000 36,500 

 ※機能別団員にあっては、8,000円 

区          分 出動報酬額 （円） 

訓     練     出     動     等 ４時間ごと       4,000 

研修、講習又は訓練のため本県消防学校に入校したとき ４時間ごと       4,000 
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